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Ⅰ 農業改革をめぐる情勢 

臨時国会が９月２８日に召集され、冒頭で衆院解散となる。 

一方、９月１１日、規制改革推進会議は会合を開き、当面の重要事項を決定

した。農業分野では、「今後１年において改革を進めるべき重要事項」として、

卸売市場など流通構造の点検、協同組合等の機能の点検・改革進捗のフォロー

アップが挙げられている。 

 

Ⅱ 通商交渉をめぐる情勢 

米国を除くＴＰＰ交渉参加１１カ国は、ＴＰＰ１１首席交渉官会合を開催し

た（８月２８～３０日：オーストラリア・シドニー、９月２１、２２日：東京）。

１１月のＡＰＥＣ首脳会合に併せてＴＰＰ１１閣僚会合を開催し、米国抜きで

の大筋合意を目指している。 

 

Ⅲ 都市農業に関する新制度創設の動き 

農水省は、都市農地の貸借による有効活用の促進を目的として「都市農地の

貸借の円滑化に関する法律案」を作成した。 

 

Ⅳ 農業関係の平成３０年度予算・税制改正 

８月３１日に各省庁から３０年度当初予算の概算要求が行われ、農林水産関

係予算では２９年度予算比 15％増の 2兆 6,525億円が要求された。 

農業関係の３０年度税制改正要望の主要事項として、平成２９年度末に適用

期限の切れる「農業経営基盤強化準備金の特例」「軽油引取税の課税免除の特

例」の延長や、「新たな都市農業振興制度の構築に伴う税制上の措置（国交省・

内閣府共管）」が要望されている。 
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